
公益法人の区
分

国所管、都道府
県所管の区分

応札・応募者数

射撃場天井走行標的
設備改修工事
宮城県多賀城市丸山
1-1-1
令和８年９月10日から
令和８年12月28日ま
で
機械器具設置工事

支出負担行為担当官
東北管区警察学校庶
務部会計課長
櫻井　康治
東北管区警察学校
宮城県多賀城市丸山
1-1-1

令和8年9月9日
株式会社京三製作所
神奈川県横浜市鶴見
区平安町２－29－１

6020001017093

会計法第29条の３第４
項
公募により、参加意思
確認書の提出を招請し
たが、契約の相手方以
外に、参加要件を満た
す者からの参加意思確
認書の提出が無かった
ため。

－ 7,205,000 －

※公益法人の区分において、「公財」は、「公益財団法人」、「公社」は「公益社団法人」、「特財」は、「特例財団法人」、「特社」は「特例社団法人」をいう。

（注）必要があるときは、各欄の配置を著しく変更することなく所要の変更を加えることその他所要の調整を加えることができる。

再就職の役員
の数

公益法人の場合

備考

公共調達の適正化について（平成18年８月25日付財計第2017号）に基づく随意契約に係る情報の公表（公共工事）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成24年６月１日行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

公共工事の名称、
場所、期間及び種

別

契約担当官等の氏
名並びにその所属
する部局の名称及

び所在地

契約を締結した日
契約の相手方の商
号又は名称及び住

所
法人番号

随意契約によ
ることとした会
計法令の根拠
条文及び理由
（企画競争又は

公募）

予定価格 契約金額 落札率

様式２－２



公益法人の区
分

国所管、都道府
県所管の区分

応札・応募者数

庁舎清掃業務委託

支出負担行為担当官東北管
区警察学校庶務部会計課長
櫻井　康治
東北管区警察学校
宮城県多賀城市丸山１－１
－１

令和8年4月1日

有限会社ビルメンテナンス創
美
福島県福島市北沢又日行壇
７－45

5380002002927 一般競争入札 － 2,420,000 －

正門受付業務委託

支出負担行為担当官東北管
区警察学校庶務部会計課長
櫻井　康治
東北管区警察学校
宮城県多賀城市丸山１－１
－１

令和8年4月1日
株式会社ハイウエイとうほく
宮城県仙台市泉区永和台35
－１

9370001001407 一般競争入札 － 2,651,000 －

東北管区警察学校で使用す
る電気の調達

支出負担行為担当官東北管
区警察学校庶務部会計課長
櫻井　康治
東北管区警察学校
宮城県多賀城市丸山１－１
－１

令和8年4月1日

王子・伊藤忠エネクス電力販
売株式会社
東京都千代田区霞が関３－
２－５

5010401116372 一般競争入札 －

基本料金単価
680.00円/kW
電力量料金単価
（夏季ピーク時間）20.50円/kWｈ
（夏季昼間）20.50円/kWh
（その他季昼間）20.50円/kWｈ
（夜間）20.50円/kWh

－
単価契約
予定調達総額
13,496,868円

※公益法人の区分において、「公財」は、「公益財団法人」、「公社」は「公益社団法人」、「特財」は、「特例財団法人」、「特社」は「特例社団法人」をいう。

（注）必要があるときは、各欄の配置を著しく変更することなく所要の変更を加えることその他所要の調整を加えることができる。

備考

公共調達の適正化について（平成18年８月25日付財計第2017号）に基づく競争入札に係る情報の公表（物品・役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成24年６月１日行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称
及び数量

契約担当官等の氏
名並びにその所属
する部局の名称及

び所在地

契約を締結した日
一般競争入札・指
名競争入札の別
（総合評価の実施）

予定価格 契約金額 落札率

公益法人の場合契約の相手方の商
号又は名称及び住

所
法人番号

様式２－３



公益法人の区
分

国所管、都道府
県所管の区分

応札・応募者数

警察緊急自動車運転技能中
堅指導者養成課程研修委託

支出負担行為担当官東北管
区警察学校庶務部会計課長
櫻井　康治
東北管区警察学校
宮城県多賀城市丸山１－１－
１

令和8年6月12日
自動車安全運転センター
東京都千代田区紀尾井町３番６
号

3010005006658

警察庁において、実技研
修の受託実施可否につい
て、確認を実施したが、契
約の相手方以外に、受託
の意思を有する旨の通知
がなかった。
よって、会計法第29条の３
第４項に該当するため。

―
四輪車　219,800円／人
二輪車　231,700円／人 ―

単価契約
令和７年度支払
実績額
50,051,250円

※公益法人の区分において、「公財」は、「公益財団法人」、「公社」は「公益社団法人」、「特財」は、「特例財団法人」、「特社」は「特例社団法人」をいう。

（注）必要があるときは、各欄の配置を著しく変更することなく所要の変更を加えることその他所要の調整を加えることができる。

契約金額 落札率
契約の相手方の商号
又は名称及び住所

法人番号

公共調達の適正化について（平成18年８月25日付財計第2017号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品・役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成24年６月１日行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

再就職の役員
の数

公益法人の場合

備考
物品役務等の名称

及び数量

契約担当官等の氏
名並びにその所属
する部局の名称及

び所在地

契約を締結した日

随意契約による
こととした会計法
令の根拠条文及

び理由
（企画競争又は

公募）

予定価格

様式２－４


